
1 2年国調人

口
７年国調
増 減 率

住
民
基
本

1 7 . 3 . 3 1
1 6 . 3 . 3 1
増 減 率

85,004 人
人
％

85,387
-0.4

85,447 人
人85,597

-0.2 ％

１２ 年 国 調区 　 分

2,833

6.5
第 １ 次

第 ２ 次
19,191

44.0

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

７ 年 国 調

3,336

7.4

20,494

45.5

第 ３ 次
21,609

49.5

21,194

47.1
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

91,425 0.2

面 　 積

人口密度

(k㎡)

(人)

676.38

126

91,425 0.4
14,307 0.0

都道府県名

21

岐 阜 県

団 体 名

2067

中 津 川 市

市 町 村 類 型 3-2

地方交付税種地 1-2

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経 常 一 般 財 源 等 構 成 比
地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

自動車取得税交付金

軽 油 引 取 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金

分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

9,730,853 23.4 9,147,492 41.2
707,104 1.7 707,104 3.2

14,307 0.1
13,909 0.0

876,461 2.1 876,461 3.9
58,424 0.1 58,424 0.3

- - - -
300,810 0.7 300,810 1.4

- - - -
322,069 0.8 322,069 1.5

11,913,615 28.6 10,515,559 47.4
10,515,559 25.3 10,515,559 47.4
1,398,056 3.4 - -
24,028,977 57.8 22,047,560 99.3

11,766 0.0 11,766 0.1
324,699 0.8 - -
666,886 1.6 59,842 0.3
362,988 0.9 - -

2,481,242 6.0 - -
- - - -

2,125,729 5.1 - -
332,111 0.8 71,728 0.3
69,524 0.2 - -

4,651,396 11.2 - -
1,448,792 3.5 - -
1,158,400 2.8 14,395 0.1
3,945,100 9.5 - -

41,607,610 100.0 22,205,291 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法定外普通税

旧 法 に よ る 税

9,115,099

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水利地益税等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

9,115,099 93.7 119,586

93.7 119,586
3,647,722 37.5 107,341

86,734 0.9 -
2,556,146 26.3 -

12,245

212,784 2.2

12,245

-
792,058

-

8.1 107,341

-

4,803,303 49.4

-

4,773,616 49.1

-

163,927 1.7
500,027 5.1

-

-
120

-

-目 的 税

0.0
-

-

-

615,754 6.3

615,754 6.3
32,393 0.3 -

- - -
583,361 6.0 -

119,586

指 定 団 体 等
の 指 定 状 況

新 産

工 特

低 開 発

産 炭

山 振

13,909

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現在高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

×

×

×

×

○

0.1

○

２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

×

×

○

○

-

×

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 1 6年度 (千円 ) 平成 1 5年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

41,607,610 42,819,340
39,247,419 40,791,475
2,360,191 2,027,865
107,896 100,321

2,252,295 1,927,544
324,751 321,457
77,684 228,279
4,900 144,109

1,984,624 881,900
-1,577,289 -188,055

平成１６年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員
消 防 職 員
臨 時 職 員

合 計

835 2,702,330 3,236
82 213,120 2,599
29 94,250 3,250
108 336,850 3,119
- - -

972 3,133,430 3,224

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

×

×

×

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 16.04.01 8,570

助 役 1 16.04.01 7,440

収 入 役 1 16.04.01 6,730

教 育 長 1 16.04.01 6,250

議 会 議 長 1 16.04.01 4,410

議 会 副 議 長 1 16.04.01 3,980

議 会 議 員 33 16.04.01 3,760

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充 当 一 般 財 源 等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 8,699,635 22.2 8,253,990 8,044,681 33.4
う ち 職 員 給 6,023,122 15.3 5,638,785

扶 助 費 2,757,306 7.0 1,089,849 1,089,215 4.5
公 債 費 5,565,110 14.2 5,417,839 5,412,939 22.4

元 利 償 還 金 5,563,049 14.2 5,415,778 5,410,878 22.4
一時借入金利子 2,061 0.0 2,061 2,061 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

17,022,051 43.4 14,761,678 14,546,835 60.3
4,900,133 12.5 3,336,354 2,710,023 11.2

維 持 補 修 費 480,966 1.2 431,704 431,704 1.8
補 助 費 等 2,686,456 6.8 1,887,997 1,391,524 5.8

うち一部事務組合負担金 143,092 0.4 142,312 98,839 0.4
繰 出 金 4,491,196 11.4 4,261,743 2,256,157 9.4
積 立 金 114,393 0.3 106,366 - -
投資・出資金・貸付金 953,152 2.4 543,024 22,916 0.1
前年度繰上充用金 - - -

8,599,072 21.9投 資 的 経 費 2,926,248
167,269 0.4う ち 人 件 費 166,462

8,571,531 21.8普通建設事業費 2,923,830

う ち
4.0{ 6,805,188 17.3 2,789,906

災害復旧事業費

1,565,250 81,082

27,541 0.1 2,418
-失業対策事業費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

39,247,419 100.0 28,255,114

内
訳

経常経費充当一般財源等計
21,359,159 千 円

経  常  収  支  比  率
88.6 ％ ％96.2

(減税補てん債及び 
 臨時財政対策債除く)

30,615,305

うち減税補てん債

議 会 費
区  分 決  算  額  ( Ａ )

500,493
構成比

1.3
(Ａ)のうち普通建設事業費

-
( Ａ ) の 充 当 一 般 財 源 等

500,493
総 務 費 5,645,564 14.4 791,224 4,617,198
民 生 費 8,257,725 21.0 1,485,071 4,278,448

3,628,449衛 生 費 9.2 383,560 2,786,982
労 働 費 187,349 0.5 - 16,533
農 林 水 産 業 費 2,916,764 7.4 1,004,654 1,837,050
商 工 費 1,358,594 3.5 787,786 341,438
土 木 費 5,416,254 13.8 2,884,028 3,953,149
消 防 費 1,619,842 4.1 380,887 1,338,864
教 育 費 4,122,992 10.5 854,321 3,163,960
災 害 復 旧 費 27,541 0.1 - 2,418
公 債 費 5,565,852 14.2 - 5,418,581
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 39,247,419 100.0 8,571,531 28,255,114

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合  計

下 水 道

病 院

簡 易 水 道

上 水 道

国民健康保険

そ の 他

5,259,550
2,228,915

758,123

10,231
583,729

352,960

1,325,592

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 743,133
再 差 引 収 支 721,839
加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 15,383
被 保 険 者 数 ( 人 ) 31,262

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 75
国 庫 支 出 金 66
保 険 給 付 費 129

区　　　分 (単位千円)

基準財政収入額 8,616,185
基準財政需要額 19,223,614
標準税収入額等 11,306,933
標 準 財 政 規 模 21,822,492
財 政 力 指 数 0.44
実質収支比率 10.3
経常一般財源等比率 101.8
公債費負担比率 17.7
公 債 費 比 率 18.2
起債制限比率 11.6

積立金 財  調 3,192,591
減  債 379,550
特定目的 2,794,031

地 方 債 現 在 高 51,873,470
うち政府資金 34,280,491(

支
出
予
定
額)

物 件等購入 271,611
保証・補償 -
そ  の  他 1,407,068
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 1,392,319
徴
収
率

現
年計

94.2 85.9
95.1 89.3
92.3 82.6

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)
(％)
(％)
(％)
(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

補 助
単 独

うち臨時財政対策債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

債
務
負
担
行
為
額

7

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

147,400 0.4 - -
1,767,400 4.2 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。

法 定 目 的 税

-

-

-法定外目的税

9,730,853

- -

100.0




